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　私の専門（生業としての）は水に関わることすべ
てと思っている。スタートは福岡県庁での流域下水
道に始まり、研究所に異動してからは汚濁河川の
保全等を主たる業務としていた。すなわち、生業
の最初は、究極の汚れを扱って生活費を稼いでい
た。元々、地方自治体の環境研究所の設立目的の一
つは、公害保全・対策であるわけだから当然のこと
である。私が所属していた福岡県の研究所の名称も
福岡県衛生公害センターというものであり、設立は
1973 年であった。全国の環境研究所もこの時期に
一斉に設立されている。その以前は衛生研究所とい
うものが自治体にあり、衛生関係の仕事に関わって
いた。私は、丁度公害が社会問題として定着した時
期－衛生公害センターの設立時期に一致－にこの衛
生公害センターの研究員募集につられて公務員試験
を受けた。しかし、設立が 1973 年の 9 月であった
ため、なぜか試験を受けてない研究者で定員が満た
され、われわれ難関突破者（？）は全員別の所属へ
の配属になった。私は流域下水道に配属なり、究極
の汚れた水を扱う仕事についた。当時は非常に不満
であったが、今になってみると水処理のすべて身を
もって学んだわけで、水の仕事をするには非常に有
利になっている。1980 年代後半から 1990 年代に入
ると世の中は公害から環境へと言葉がシフトし、研
究所も例に漏れず、平成 4 年に衛生公害センターか
ら保健環境研究所と名称変更を行うことになる。私
にとっての環境研究の変遷で、最初に手がけたのは、
瀬戸内海の堆積物中に含まれる汚濁・汚染物質から
その場の過去の環境変化を知る研究である。つまり、
過去に行った環境対策がうまく機能したかどうかを
知ることである。この過去を知ることは結構楽しく、
いくつかの問題に挑戦した。大気汚染物質の問題で
は、山岳湖沼の柱状堆積物を採取し、１－２cm ず
つにカット、まずその中に含まれる 210Pb、137Cs
の濃度から堆積速度を計算する。これで各深度の堆
積した時期がわかる。この時間軸にいろんな汚染物
質の濃度を挿入することにより環境変遷が見えて来
る。このとき、137Cs からは北半球の原爆・水爆実
験の最も多かった 1963 年も見えるし、チェルノブ
イリ原発事故の 1986 年も見えてくる。地球上で起
こったイベントをみながら分析するのはなかなか楽
しいものである。瀬戸内海の仕事をしながら、湖沼
の富栄養化問題へ、そして環境中の農薬汚染へと研

究を広げていった。湖沼の富栄養化を始めたときも
行政に年４回の調査では予算の無駄だとかみつき、
一つのダム湖だけは調査回数を増やすことに成功し
た。その代わり、湖沼の環境基準をダム湖に当ては
めるので、その計算をせよと指令が来る。おもしろ
いことに個人に来る。スタートは個人的なつながり、
最後は正式に文書を交わすことになるが。この仕事
もおもしろく、２~ ３ヶ月間は毎晩、地建（九州地
方建設局）現在は、国土交通省の九州の出先機関と
博多駅前の合同庁舎で議論した。最後に地建の担当
者が本省（建設省）に説明にいったときは、ほっと
した。環境省は、その後になるのだが、これはすん
なり決着付きなぜか拍子抜け。それでも、自分が環
境基準と関わりを持ったことは、今では良い思い出
である。それから 4 つのダム湖を河川から湖沼の環
境基準適用へと変え、これらのダム湖をみるたびに
湖底までがみえてくるようで楽しいし、10 － 15 年
経った今、水質はどう変化しているかなとまた調査
をしたくなる。
　水田からの農薬流出に関する調査では、丁度下二人
の子供が小学生の頃で、よく日曜日に調査につれていっ
た。私が河川流速を測り、娘が野帳に記録するという
ようなことをやっていた。後で数字を解読するのが難
しく苦労した思い出がある。今でもその野帳面は手元
にあり、時々開いてみている。降雨時調査では、車の
中で 3 日間ほど過ごしたり（これは一人で）、雨が降り
そうになると今でもそわそわする。
　研究ではないが、他の研究で使った手法を環境問
題の解決に使うことも行った。自衛隊の射撃場の直
下にある福岡県農政部のため池において鉛汚染が発
生した。誰が考えても原因者は自衛隊の射撃場と考
えるが、これを科学的に証明せねばならない。この
ようなときは、アイデア勝負である。環境科学はい
ろんなことに手を染めておいた方が問題解決に役立
つ。このときは、大気汚染物質の長距離輸送の解析
に使っていたツールを利用した。それは、鉛の安定
同位体比である。地球の年齢である 45.5 億年をは
じき出したのがこの鉛の安定同位対比である。地球
上の鉛は、地球上に最初からある鉛と、ウランの放
射壊変、トリウムの放射壊変によってできた鉛が混
合したものであり、世界の鉛鉱山により、その同位
対比は変わってくる。この鉛の同位体比の違いを
使って、自衛隊射撃場とため池の鉛が同じものであ
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ることを証明し、環境審議会でも認められ、ため池
及び周辺の土壌撤去及び処理費用、約 2 億円はすべ
て国が支払うようになった。これは、裁判に勝った
ような気分になったことを記憶している。
　その後、福岡県を中途退職し、行政から大学へと
所属する組織は変わったが、相変わらず、環境を生
業にし、飯を食らっている。
　学生を教育しながら、自分も教育され、行政時代
とは異なった目で環境を見ているかもしれない。し
かし、環境研究のスタンスは全く変わらない。フィー
ルドが一番、二番も三番も・・・・である。また、
フィールドと同様に重要なものが倫理観である。学
生諸君には、科学（環境科学だけではない）のみな
らず、倫理観をもって、環境研究を行ってほしいし、
これは自分にもかせられたことである。
　環境科学は、問題解決するためにその情報を発信
せねばならない。地球環境問題になると政治的な問
題も絡んでくる。自然科学だけでは、かたがつかな
い、社会科学の分野も必要になって来る。学際的な
分野である。年齢はかなりくってきたが、まだまだ
いろんなことに興味を持ち続けていきたい。環境は
五感の世界だと思っている。みて、さわって、味わっ
て・・・なんぼの世界、だから数回の調査で、その
場の環境を語ることには大いに抵抗を感じる。“ 青春
は年齢ではない ” を肝に銘じて、アイデアと体力で環
境問題を解決していく楽しみはずっと持ち続けていき
たい。
　まだ、書きたいことは山ほどあるが、印刷屋さん
がすぐそこまで来ているのでこの辺で私の環境学は
終わる。
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１．はじめに
　地球は 46 億年もの長い時間をかけて現在の姿に
移り変わってきた。しかし私たち人類の活動は、地
球のタイムスケールに比べて明らかに速いスピード
で地球の表層環境を変化させている。安全で豊かな
人間社会を築くためには、その開発の対象となる自
然環境そのものの正しい理解が不可欠であり、また
将来の変化を予測していく必要がある。そしてその
ためには、現在の自然環境が成立した過程を把握し、
その根底にあるメカニズムを理解することが重要で
ある。そこで私は、地球の表層環境の変遷を実証的
に研究することが必要と考え、1 億 5 千万年前以降
の地球環境変動が詳細に記録されている海底堆積物
を用いた研究を行っている。
　海底堆積物を用いた古環境解析は、地球環境が数
万年スケールで劇的な変化を繰り返していることを
明らかにしてきた。しかし今後の地球環境の変化を
予測していくためにも、近年ではより短い時間ス
ケールでの高精度の古環境復元が求められ、その研
究が進められている。
　これまで私は、地球環境変動に対する海洋の役割
を明らかにしたいと考え、北西太平洋日本周辺海域
の高精度な古海洋環境の復元を目指して研究を進め
てきた。日本を取り巻く海流、すなわち対馬海流や
親潮・黒潮といった海流は、日本やその周辺の気候
に大きな影響を与える存在である。これら海流の消
長を明らかにするため、地質調査所白嶺丸や東京大
学海洋研究所淡青丸などの数多くの調査航海で日本
周辺の海底堆積物試料を精力的に採取してきた。
　海底堆積物には顕微鏡などの手段によってはじめ
て形態を識別できるような微少な生物の化石が含ま
れている。そのひとつに浮遊性有孔虫がある。浮遊
性有孔虫は石灰質の硬い殻をもつ動物プランクトン
の一種である。約 1 億 6 千 5 百万年前に世界の海に
出現した浮遊性有孔虫は、絶滅と進化を繰り返し
ながら現在の海洋にも広く生息するまさに “ 生きた
化石 ” である。その殻には、浮遊性有孔虫が生息し
ていた時代の海水の水温や塩分、そして海水中の成
分など環境因子に関するさまざまな情報が、その形
態や殻の化学組成の違いとして記録されている。し
たがって、海底堆積物を用いた古海洋学的研究にお
いて浮遊性有孔虫は欠かせない研究項目となってい
る。

　この浮遊性有孔虫を主要な手がかりとして、これ
まで私は、数千〜数百年スケールの高精度な古環境
復元が立ち後れた状況にあった日本海をフィールド
として重点的に研究を進めてきた。

２．これまでの研究で明らかになったこと
　日本海は日本列島とアジア大陸とに囲まれた縁海
で、浅くて狭い海峡をもつ半閉鎖的な海として特徴
づけられる。現在は東シナ海から日本海へと対馬海
流が流入し、我が国日本海側の地域に温暖で潤いの
ある気候をもたらしている。また対馬海流は日本海
独自の深層水を形成する原動力であり、海底に豊富
な酸素を供給しつづけている。このように対馬海流
を軸とする表層循環は現在の日本海の海洋環境を大
きく特徴づけている。しかし今から約 2 万年前の最
終氷期最盛期には、高緯度域での氷床の発達にとも
ない海水準が汎世界的に著しく低下していた。閉鎖
的な日本海はこの影響を大きく受けたため、対馬海
流の流入しない、すなわち現在とはまったく異なっ
た海洋環境であったことが海底柱状堆積物（海底コ
ア）の解析から明らかにされている。
　私は、最終氷期から温暖な現在へと移り変わる過
去 3 万年間の日本海の環境変遷史について、とくに
表層循環と深層循環の連動性の解明に焦点を絞り研
究を進めてきた。日本海南部の 2 本の海底コア試料
に含まれる浮遊性有孔虫化石の群集およびその殻の
酸素・炭素同位体比の時間的変化を解析した結果、
従来の研究とは異なる大きな点として、次の 3 つを
明らかにすることができた。１）対馬海流が後氷期
に初めて日本海に流入した時期が 9,300 年前である
ことを決定した。２）最終氷期に日本海が極めて閉
鎖的になり、日本海の表層を低塩分水が広く覆って
いた状態から融氷期に入って海面が上昇したときに
は、まず親潮が日本海に流入したと従来報告されて
いたことに関して、私の研究では低塩分化の解消と
親潮の流入時期には明らかな時間差があることを見
いだし、融氷期にはまず南の対馬海峡から東シナ海
沿岸水が流入し、そのあと親潮が流入したことが判
明した。３）東シナ海沿岸水や親潮によって駆動さ
れた融氷期の日本海の深層循環は、対馬海流が原動
力となる現在の深層循環よりも弱かったことを明ら
かにし、現在型の深層循環システムの維持には対馬
海流の存在が不可欠であることを指摘した。
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　これらの 3 点は、海底コアに記録された環境情報
を詳細に引き出すことに成功した結果であり、その
古環境解析の高精度化をはかるためのベースとなる
研究として、以下の 2 つの研究をそれ以前に行って
きた。 
　まず、日本海で系統的に採集した表層堆積物試料
を用いて浮遊性有孔虫の種や種群がどのような表層
水塊の指標となるのかを調査した。その結果、１）
日本海において対馬海流の指標となる種群、２）日
本海北部の寒冷水の指標となる種、３）対馬海流の
暖水と日本海の寒冷水との混合によって形成された
遷移的な水の指標となる種、そして４）低塩分で富
栄養な水の指標となる種群、の大きく４つの指標を
明らかにすることができた。これら 4 つの環境指標
は、日本海から採取された海底コア試料に含まれる
浮遊性有孔虫化石群集の時間的変化から表層水塊の
変遷を読み解くための鍵となった。
　次に、過去の環境変動を復元し、その根底にある
メカニズムを明らかにするためには、過去の個々の
事象を正確に時系列上に位置づけた上でそれらの因
果関係を明確にする必要があることから、試料とし
て用いた海底コアに火山灰層序学編年と放射性炭素
年代測定を組み合わせた多数の時間面を設定し、高
精度な年代モデルを確立した。とくに、明確な時間
面として年代の確からしさを高める最も有効な存在
である火山灰層を重要視し、その研究に力を注いで
きた。 その結果、広域火山灰層である姶良 Tn 火
山灰層（AT）と鬼界アカホヤ火山灰層（K-Ah）と
の間を補完する時間面として重要な層位的位置にあ
る草谷原軽石層（KsP）について、その噴出年代が
約 20,000 〜 22,000 年前であることが明らかになっ
た。また AT と K-Ah の両層準の間に見出した韓国・
鬱陵島起源の 2 枚の降下火山灰層（TRG1 および
TRG2）の主成分化学組成の差異を明らかにし、日
本海の代表的な年代指標層とみなされてきた鬱陵隠
岐火山灰層（U-Oki）はその 2 枚が混同されている
可能性が高いという問題を提起した。
　最近の研究では、さらに短い時間スケールでの古
環境復元を目指して、対馬海流流入後の後氷期（過
去 1 万年間）の日本海の環境変動について研究を進
めてきた。その結果、日本海の後氷期の環境につい
て、約 9,300 〜 7,300 年前までは対馬海流が日本海
を流れていてもその勢力が弱かったために日本海南
西部がリマン海流による寒冷水の影響を被り続けた
こと、そして対馬海流が現在と同様に本格的に流入
し日本海の現在型の表層水環境が成立したのが約
6,900 年前であることが明らかとなった。

3．今後の研究に対する抱負
　これまでの研究によって、最終氷期以降の汎世界
的な気候変動に応答した日本海の環境変遷史と、日
本海における対馬海流の果たす役割を明らかにする
ことができた。対馬海流は日本海を暖かな海とする
だけでなく、海底に豊富な酸素を供給する深層循環
システムの原動力となっている。さらに対馬海流の
暖水は、冬季に大陸から吹き込む冷たく乾燥した空
気に大量の熱と水蒸気を供給することで日本列島日
本海側に大雪をもたらすと同時に厳しい冬の気候を
緩和させる役割を担っている。このように対馬海流
は現在の日本海の表層水環境・深層循環を特徴づけ
るとともに、日本列島の気候に多大な影響を及ぼす
存在でもある。
　従来の研究によって、日本海に対馬海流が本格的
に流れるようになってから現在までの７千年間で
は、対馬海流が強かった時期と弱かった時期が存在
することが報告されている。このような対馬海流の
脈動は、冬の降水量を変化させ、日本の気候や、さ
らには琵琶湖やその集水域の環境にも変化をもたら
した可能性が高いと考えられる。今後は日本周辺環
境の将来予測を念頭におき、縄文海進以降の過去
６千年間を対象により短いタイムスケールで日本海
の環境変動を明らかにし、琵琶湖とその集水域の湖
沼堆積物のデータや、考古学資料などとつきあわせ
た比較検討を行うことによって、日本海の海洋環境
の移り変わりが日本の気候や陸上の環境変化、そし
て人間活動にどのような影響を与えたのかを詳しく
研究していきたい。これまでのバックグラウンドを
基礎に、琵琶湖をはじめとする湖沼をフィールドに
加えて研究を展開していきたいと考えている。海か
ら湖へ、この環境変化に適応し進化できるように、
一研究者としてよりいっそう努力していきたい。
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　2008 年春、環境省から琵琶湖のほとりの研究室
に移り、環境法の講義、環境フィールドワークの実
践、また滋賀の環境活動を導く講師を招いての学習
にいそしんでいる。それまで 31 年、環境畑の行政
官として、環境問題に直面し、解明し、解決方策を
練り、社会的合意を形成する仕事に携わってきた。
この間、常に新たな課題をテーマにゼミを続けてき
たようにも感じている。その道すがら、米国に住ん
で国立公園をめぐる旅と国際環境政策のダイナミク
スを体験し、広島、名古屋に旅芸人として呼ばれ、
別の演目を演じたりもした。なかなか得がたい経験
もあり、環境政策科学との橋渡しにせめて一役と思
い、遭遇した政策課題に即してゼミの成果を書きし
るしたい。

１．科学と政策
　環境庁に入って最初の仕事は、大気汚染の環境基
準の改定であった。当初の二酸化窒素の環境基準は、
環境庁がそれまでの科学的知見に基づいて設定し、
WHO や米国の基準に比べ格段に厳しい基準であっ
た。大気汚染対策の強化にもかかわらずその達成は
困難で、産業界からは基準の見直しを求める声も上
がっていた。こうした状況下、環境庁は内外の科学
的知見を再度収集整理し、医学者をはじめとする専
門家による評価検討を経て、科学の見地から判定条
件（クライテリア）をとりまとめ、それを基礎に基
準を改定（0.02ppm ／日から 0.04 ～ 0.06ppm ／日へ）
した。法学部を出て早々、錚々たる医学者・専門家
の議論を聞き、公衆衛生学・疫学の基本、人や動物
への影響、異なるデータの評価、安全係数、測定法、
判定条件、さらに汚染対策の技術とコスト、社会経
済影響と、政策形成に必要な知見とその評価、科学
的解明から導かれる基準・政策方針を明らかにし、
基準改定＝緩和をめぐる賛否の声渦巻く中で、政策
へと具体化していく過程をつぶさに経験した。門前
の小僧がいきなりプールに突き落とされ、環境政策
と現実とのせめぎあいの中から、「科学と政策」と
いう課題の重要さを強烈に認識する機会となった。
　この経験と問題意識は、1980 年代後半米国で外
交官として関与したオゾン保護モントリオール議定
書の外交交渉へとつながる。オゾン層保護問題は、
不確実性のある環境問題について、科学的解明を進
めながら、健康と環境に及ぼす影響の現状評価と将

来予測、対策技術と社会経済条件を勘案した政策の
目標と手法の合意、これを国内と国際交渉で並行し
て進める政策形成が本格的になされたのであった。
その出発点は、カリフォルニア大学の 2 人の科学者
による 1974 年の論文で、有用な物質であるフロン
が成層圏オゾン層を破壊し、地上に注ぐ紫外線が増
えることによって人と生物に深刻な被害を及ぼすお
それがあると指摘したことに始まる。その後、国際
的な科学者グループによる調査と評価、ウィーン条
約の採択、そしてフロンの製造使用を削減する議定
書の採択へと進んだ。この過程における日本の対応
は、米国と欧州の議論の後塵を拝し、国際合意に貢
献したとは言いがたい。環境省の認識ですらフロン
によるオゾン層の破壊は「大気汚染」かどうか、と
いった公害の枠の議論からようやく抜け出そうとし
ていたような状況であった。米国の現場からこの交
渉過程に関与して多くを学び、とりわけ環境保護
庁 EPA が当初から「オゾン層保護戦略」を公表し、
これをリスクアセスメント／リスクマネジメントの
国際環境問題への応用として対応したことは、科学
と政策の問題に、さらに地球環境、不確実性、多様
な主体の参画する合意形成、という次元を加え認識
を深める経験であった。この先例は、さらに今日の
地球温暖化の科学と政策決定へとつながっている。

２．持続可能な発展　－環境革命の道
　米国在任中、日本が提唱して設置された「環境と
開発に関する世界委員会」の報告書 Our Common 
Future 1987 が公表された。持続可能な発展の理念
は、環境政策のみならず、経済社会の発展のあり方
を示す最も重要な理念として定着していく。オゾン
保護議定書の採択もあった 1980 年代の準備期間を
経て、1992 年の地球サミットを契機に環境基本法
の制定へと進展していく。環境基本法とそれに基づ
く環境基本計画は、持続可能な発展を具体化してい
く手段であり、環境革命の幕開けであった。我々は、
この大仕事にそれこそ土日もなく全力を傾けたので
あったが、時に、政策議論の時空を超えた大きさと
現実社会との落差に、茫然ともした。これが実現し
たのは、地球環境問題への国際的対応が底流にあっ
たことは当然ながら、次の時代の理念と方策を見通
す有力な政治家のリーダーシップが発揮され、政府
と国会、経済界、環境保護勢力の力が統合された成
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果との思いを深くする。
　思えば「持続可能な開発」sustainable development
の理念との出会いは、1980 年の世界保全戦略 World 
Conservation Strategy（国際自然保護連合 IUCN、
国連環境計画ほか）の翻訳を通じてであった。環境
保全と開発を対立してとらえるのではなく、有限な環境
の中で持続可能な開発を追及することこそが人類の将
来を保障する。環境は親達から受け継いだものではな
く、将来世代から借りているものである（アメリカ・イ
ンディアンの言い伝え）。この簡潔だが重要なメッセー
ジに、目を開かれた思いがした。その後、この理念は、
先の報告書とそれを受け継いだ地球サミットのリオ宣
言、アジェンダ 21 に結実し、その後も環境－経済－
社会の統合を目指す政策展開の推進力となっている。
　社会を変える理念の力を軽んずるなかれ。環境基
本法制定後、国内・国際環境法で新法制定・改正が
なされているが、持続可能革命は終わっていない。
いやむしろ、それは今後ずっと続く不断の変革過程
であり、次代へと引き継ぐことが、我々の使命であ
ろう。

３．どうやるかよりも、なぜやるか
　　－変化と対応

　昨今の世相の変わりようには驚くが、さて、世の
中最も速く変わるものは何だろうか？　それは、最
近の北極や南極、アルプスに見られるように、巨大
化した人間活動の影響による環境の変化ではない
か。地球温暖化の影響はで 29,000 件余の現象とし
て確認されているとの報告がある。それに次いで早
く変わるものは？－市場と金融、消費行動、経済活
動か。2008 年の原油と食料価格の高騰と暴落、自
動車販売減、金融危機、そして世界不況へ。その次
に変わるものは？－技術。燃料電池の実用化、太陽
光パネルやリチウムイオン電池の増産計画、炭素分
離隔離等々が相次いでいる。では、変わりにくいも
のは？－人の作った制度、社会ルール。一番変わり
にくいものは？人の考え方ではなかろうか。無論、
自然の美しさや春夏秋冬の移ろいに感動する心、暮
らしの知恵、風土に根ざした文化は世代を超え受け
継がれていくもの。しかし、経済的利害、業界利益
と結びついた人の考え方は、しばしば環境と社会の
ニーズに対応した変化への障害となる。公害対策の
遅れ（経済調和条項に示された経済優先の考え方、
水俣病の原因究明）、環境影響評価法の制定（欧米
から 20 年遅れ）、最近では、環境税、排出量取引を
めぐる議論がある。
　地球温暖化を防止するには、人間活動による二酸
化炭素排出を現在の半分以下に減らす必要があると

いうのが科学の示す結論であり、それには低炭素社
会の実現をめざし、経済社会のあり方を根底から変
えなければならない。エネルギー大量消費に支えら
れた製品・サービスではなく、炭素を減らす・出さ
ない製品や活動の市場価値を高め、それに努力した
人・企業が報いられるように、経済社会のルールを
作り変えていくことが求められている。それには、
原理の変革の必要性を人が正しく理解することが根
本となる。
　人の考えが変わるのは、危機に直面した時、ある
いは政治的事件や国際会議がきっかけとなる。地球
サミットは、環境基本法制定の大きな契機であった。
地球環境問題が世界の重大課題のひとつとされ、京
都議定書以後の取組をめぐる国際交渉が本格化して
いる今日、昨年の洞爺湖サミットは我が国にとって
のチャンスであった。サミット前に福田ビジョンが
発表され、低炭素社会づくりを強く訴え、排出量取
引の試行に踏み出した。
　大きな節目では、なぜ変革が必要なのか、なぜ新
たなルールを作るのかの合意が重要である。どうや
るかは、その基礎に立って順次進めていくことがで
きる。技術による問題解決も、どうやるかの議論で
ある。オゾン層保護問題の例でも、モントリオール
議定書の目標は当初半減から次第に強化され、全面
禁止へと進展した。地球温暖化問題への対応も、低
炭素社会をめざす合意が重要であろう。現在の国際
交渉では、先進国の率先した削減を求める途上国と、
経済発展著しい新興国も含む世界全体に削減につな
がる取組を求める先進国が対立している。欧州は、
低炭素社会づくりを選択した。米国ではブッシュが
退場し、オバマ新政権はグリーン・ニューディール
を掲げている。日本が唱えるセクター別アプローチ
はどうやるかの議論に関わっており、どれだけ説得
力を持つか。最終目標を含む環境科学の示す方向に
沿った国際合意を形成するには、低炭素社会づくり
のビジョンと自らの実行を堂々と訴え、そのため我
が国の持つ知恵と技術を十分活用するという戦略が
重要かと思われる。
　自然界のルールを変えることはできない。人間社
会のルールは変えられる。環境科学の使命は、環境
問題の科学的解明を基礎に、社会が目指すべき姿と
ルールを示し、合意形成を可能にする手法を提供す
ることにある。こうした課題に応える力を身につけ
た環境人材を育てることも、環境科学が担うべき課
題であろう。環境科学部における教育と研究の努力
がその大きな力となることを期待している。
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４．余話　－ジャズと環境
　ところで、それがしジャズに凝って数十年。ちょ
うど京都議定書が大議論の末に採択された後に、環
境問題が人間社会と自然の関係を見直し、発展のあ
り方を大きく変えてきたことを、ジャズが 20 世紀
音楽の発展に大きな影響を与えてきた歴史になぞら
えて、某業界紙に書いたことがある。その心は、伝
統と革新のつづれ織り、多様性の活力、国境なきジャ
ズ団の３要素にありと。（それだけじゃ何だかわか
らない！の声）音楽好きが高じ、環境政策の使徒で
もあり、ジャズの宣教師でもありたいとの願いをこ
めた寿ぎの歌であった。一部で好評とお笑いを得た
が、今回はこれ以上紙面もなく、「ジャズの心は環
境を守る心に共生する」と申し上げて、またの機会
に。

私の環境学

68 69



１．環境認識と環境政策
　日本をはじめとする多くの先進国は経済発展の過
程で公害を経験してきたが、それらと同様の公害や
環境問題が発展途上国でも繰り返されている。先進
国が経験してきた環境問題は、途上国が経済開発を
行おうとするときには、既に産業や技術との関係が
明らかになっているはずであるのに、なぜ未然に防
止することができないのだろうか。この点について
は、「後発の利益」ということが指摘されている。「後
発の利益」とは、先進国が既に開発した技術を、途
上国が研究開発投資をすることなく安価に利用する
ことができることを指す。技術面についてだけでな
く、環境認識および環境政策についても同様のこと
が言える。すなわち、途上国ではより早期に問題の
発生を認識することができ、また、環境政策上も先
進国の経験を活用することができるというものであ
る。しかし、アジアを見てみるだけでもかつての日
本と同様の公害が発生している国は多く、現実には
後発の利益は働いていないようである。この間題に
ついて考えてみたい。

２．経済成長と環境
　環境経済学の分野では、環境クズネッツ曲線

（EKC：Environmental Kuznets Curve）という経
験的法則が知られている。それは、横軸に１人当た
り所得水準（GDP）、縦軸に環境汚染指数（例えば、
二酸化硫黄排出量など）を取ると逆∪字型の曲線を
描くという仮説である（図１参照）。環境クズネッ
ツ曲線は環境政策の実施状況とも関連するのである
が、閉鎖経済（貿易のない経済）で解釈すると、所
得水準の上昇によってある一定の水準までは環境が
悪化するが、一定の水準を超えると環境が改善する
ということになる。ここから導き出される政策的示
唆は、「ある程度まで豊かにならないと環境に対し
て配慮することができないので、途上国が環境改善
を実現するためには所得水準を上げる必要がある」
ということである。しかし、経済のグローバル化が
進展する現在では、このような解釈だけでは十分で
はない。開放経済（国際貿易のある経済）では、貿
易を通じた産業構造の変化によって、途上国が汚染
集約的な産業を担うようになれば、先進国は汚染の
発生する生産工程を自国内に持つことなく、汚染集
約的な財を手に入れることができる。つまり、先進

国の環境クズネッツ曲線の右下がりの局面は、途上
国のそれの右上がりの局面とセットで考えなければ
ならない（図 1 参照）。

３．貿易と環境の経済理論
　先述したように、汚染集約的産業が環境規制の相
対的に厳しい先進国から緩い途上国へと移転する現
象は、「公害輸出」や「汚染逃避」、「エコ・ダンピ
ング」などの仮説として知られている。このような
現象は理論的に分析すると、生産費用上昇による財
の競争力低下と関連する。環境税やその他の規制的
手段は、環境に有害な影響を及ぼすような財を生産
する企業に追加的な環境対策の費用を負担させるこ
とを通じて、その財の生産黄用を上昇させる。その
結果、消費者の需要は、価格の上昇したその財から
他の代替的な財へと移り、その財の生産を減らす効
果をもたらす。国際市場を考えた場合には、そのよ
うな環境負荷の大きな財を生産する産業は、環境基
準強化によって輸出競争力を失うことになり、大き
な打撃を受けることになる。輸出財でなくとも、環
境負荷の大きい汚染集約的な製造工程で生産される
財が国内で必需品であるならば、海外で生産する費
用（管理費用やマーケティング費用、および外国で
の慣れない環境で生産を行なう不便に起因する費用
も含む）と、そこで生産した財を自国へ輸送する輸
送費用、および関税を合計した費用が、自国での環
境対策費用を含めた生産費用よりも小さければ、企
業は海外に投資して生産拠点を移転することを選択
するだろう。その結果、環境基準の厳しい北の国か
ら、環境基準の緩い南の国へと汚染集約的産業が移
転することになる。
　しかし、それだけでは問題の見方が一面的であ
る。というのは、汚染集約的産業が途上国に立地す
る要因は環境規制が緩いことだけではないからであ
る。例えば、安価な労働力や産業にとって必要な資
源が途上国に豊富に存在することも要因として考え
られる。実際、実証分析の示す結果では、南北間の
環境規制の差異が汚染集約的産業の立地パターンを
決定しているわけではないという結論がほとんどで
ある。理論的研究では環境規制水準の相違が産業立
地に影響すると言えても、実証研究ではそうは言い
切れないのである。
　研究面でこれらの仮説に決着がついていないこと
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を嘲笑うかのように、現実の問題は解決されずに存
在する。日本が何らかの形で関連しているアジアに
おける公害輸出の事例は、マレーシアのマムート銅
鉱山（日本の投資が 51％）の重金属汚染、韓国の
蔚山無機化学（日韓の合弁会社、日本側の出資者は、
日本化学）による六価クロム汚染、フィリピン・シ
ンター・コーポレーション（川崎製鉄の子会社）に
よる大気汚染、韓国の高置亜鉛によるカドミウム汚
染（東邦亜鉛との合弁企業）、インドネシアのスマ
ラン・ダイヤモンド・ケミカル社（昭和化工 40％
三菱商事 30％出資）による河川の汚染、マレーシ
アのエイシアン・レア・アース（三菱化成が 35％
出資）の放射性廃棄物による汚染、フィリピンのパ
サール銅精錬所（丸紅、住友商事、伊藤忠商事がそ
れぞれ 16％、9.6％、6.4％出資。プラントは丸紅が
受注し、三井金属鉱業、古川鉱業がデザイン・建設）
の大気および重金属汚染など、数え上げればきりが
ない（表１参照）。さらに、このような問題解決の
ための政策実施が難しい点は、貿易や直接投資など
の国際経済活動を通じて、加害・被害が国家という
行政単位を越えてしまっているためにその因果関係
の構造が見えにくくなってしまっていることだけで
なく、問題が顕在化しても誰がどのように解決する
かという国境を越えて政策を実施する主体やルール
が存在しないことである。

４．おわりに
　環境問題は机上の理論だけでは解決しない。理論
どおりに解決するなら、問題は既になくなっている
はずである。解決方法も必ずしも一通りではなく、
もしかしたら解がないかもしれない。現場と理論を
往復しながら、「ああでもない、こうでもない。で
もこうではないか。」という試行錯誤を繰り返し、
解に近づこうとし続ける姿勢が必要であると、筆者
は考えている。
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はじめに
　スペインの大学時代を含め 10 年をスペインで、
後の 10 年を日本で建築、都市計画について研究、
デザインに携わり、2008 年 4 月より滋賀県立大学
の環境科学部に着任しました。
　スペインでは大学卒業後、自分の建築事務所を開
業し、建築と都市再生の仕事を主に行っていまし
た。３年後、京都の町家の研究、都市計画を学ぶた
め CANON 財団の研究費を獲得し日本に来ました。
その後、神戸芸術工科大学で博士号を取得し、2006
－ 2008 に日本学術振興会外国人特別研究員になり
ました。文化・芸術・環境など異なる 2 つの国で教
育・デザイン・研究を行ってきたこれまでの私の経
歴と考えを述べたいと思います。

環境と教育
　スペインの建築大学は卒業するまで、最低 7 年間
を要します。私が大学生当時、卒業まで平均 11 年
間を要していました。卒業と同時に建築士としての
資格も取得できます。大学では建築及び都市計画を
学びます。スペインでは街並みに関する法律が厳し
く、建物をデザインする時、街との関係がとても重
要であり、都市をデザインする時も環境との関係が
重要です。研究に関しては、スペインではデザイン
のための研究しか行わず、研究範囲はとても狭いで
す。

環境とデザイン
　スペインでの我が建築事務所では、街と建築の再
生のプロジェクトのためにデザインと環境の研究を
行いました。
　例えば、街の再生についてPublic Space Renovation 
in Poligono Norte, （セヴィリャ市 1997 年）、集合住
宅エリアのオープンスペースの再生とデザインで
す。この地域の住民は多くの問題を抱えており、特
にドラッグの問題は深刻で、そのことも考慮してデ
ザインをしました。
　 他 の 再 生 と デ ザ イ ン の プ ロ ジ ェ ク ト は Old 
Fountain Park.（Aznalcazar 古い噴水公園、 アズナ
ルカザル町、1997 年）です（図１）。1773 年に造ら
れた噴水の再生と山の斜面に公園のデザインを行い
ました。山の勾配に噴水の水を流すなど、自然環境
を利用してデザインをしました。

　また Parque de Utrera のプロジェクトでは水は
重要なデザインのポイントです。この公園は三角の
ブロックに古い住宅と新しい住宅の間に囲まれてい
ます。水は公園の空間を繋げる役割をしてます。
　他の重要なコンテキストのプロジェクトはセヴィ
リャ市の Alameda アラメダの住宅リニューアルで
す。（1998 年）（図２）。1850 年築の歴史ある集合住
宅の建物で、三つのユニットを合わせてデザインを
しました。
　日本でも自然環境を活用したプロジェクトと街の
再生のプロジェクトに参加をしました。

※自然環境を活用したプロジェクト
東播磨情報公園都市計画案策定（2000 年）、淡路
ファームビレッジ休憩所実施設計（2002 年）、　淡
路町・田の代海岸整備実施計画（2002 年－ 2004 年）、
集落特性を生かしたつくば型田園市街地整備モデ
ル案。つくば市（2001 年）、神戸市学園南地区マス
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タプラン。神戸市西区（2001 年－ 2006 年）、神戸
市学園南地区 H21 zone Plan. 神戸市西区。2002 年、
神戸市学園南地区 H17 zone Plan.（図 3） みついけ
プロジェット（2002 年－ 2004 年）

※街の再生のプロジェクト
神戸市・三宮中央通り実施計画（2000 年）、三宮中
央通り・モニュメント「出会いの門」（2003 年）、淡路・
生き生き海の子浜づくり計画（2002 年－ 2004 年）、
家島町港湾・漁港マスタープラン（2004 年）、グリー
ンプラザたかつき１号館 リニューアル事業（2006
年）

環境と研究
　デザインをする時に環境とコンテキストの研究が
必要だと思います。私の研究のテーマは「都市の形
成と変化」ですが、主にスペインの植民地都市の形
成と土着化について研究を行っています。

※博士論文『SPANISH-AMERICAN CITY: Study 
on the Urban Model used by José de Escandón to 
create the Colony of Nuevo Santander スペインア

メリカ（イスパノアメリカ）植民都市：ホセ・デ・
エスカンドンがヌエヴォ・サンタンデール建設の際
に用いたイスパノアメリカのモデル都市計画に関す
る研究』

※ 日 本 学 術 振 興 会 外 国 人 特 別 研 究 員『Spanish 
Colonial Cities in Latin America － Case Study: 
Cuba Island －ラテンアメリカにおけるスペイン植
民都市に関する研究－キューバ島を焦点として－』

（図４）。 

おわりに
　環境を中心として教育・デザイン・研究のバラン
スが大切だと思います。建築設計を学ぶ学生のみな
さんはデザインのアイデアだけではなく、経験やセ
ンス、デザインの研究のアプローチを行う必要があ
ります。その為に環境や自然にも常にアンテナを張
り巡らし、探求する気持ちが大切です。
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１．はじめに
　筆者は大学院在籍時代から LCA（Life Cycle 
Assessment：ライフサイクルアセスメント）とい
う手法を用いた農業生産の環境影響評価に関する研
究に主として従事してきた。
　LCA は、製品の生産から消費、廃棄に至るまで
のライフサイクル（ゆりかごから墓場まで）を通じ
た環境影響を評価できる手法として知られている。
LCA は、従来工業分野を中心として、エネルギー
収支分析や環境負荷分析のために発展してきた手法
であるが、ここ 10 年程度の間に農業分野でも環境
影響評価手法の 1 つとして適用事例が増えつつあ
る。
　以下では、ごく簡単ではあるが、農業生産に対す
る LCA 適用について紹介したい。

２．LCAの概要
　１）特徴
　LCA の特徴は、まさに製品の生涯（ライフサイ
クル）を通じた評価を行うことにある。よく取り上
げられる LCA の適用事例として、自動車の LCA
がある（小林、1998）。
　自動車のライフサイクルは、素材製造ステージ、
車両製造ステージ、走行ステージ、修理・維持管理
ステージ、廃棄・リサイクルステージ、そして各ス
テージ間の輸送ステージに分けることができる。こ
のとき、平均的な自動車のエネルギー消費量と CO2

排出量を全てのステージについて分析すると、両者
とも走行ステージにおける寄与が 8 割以上であるこ
とが示されている。つまり、自動車においては、走
行ステージにおける燃料消費量の抑制、すなわち、
燃費の向上が最も有効な環境対策と考えられる点が
示唆されている。
　このような知見は、自動車のライフサイクルにお
ける各ステージをばらばらに分析したのでは得るこ
とはできない。エネルギーや環境負荷の評価にライ
フサイクルという視点を導入したからこそ、その製
品にとって最も有効な環境対策を見い出せること
が、LCA を適用する上での最大のメリットと言え
よう。
　しかしながら、実際に LCA を実施する場合、製
品のライフサイクルという広い範囲を分析すること
は、データ収集などの点から困難であることも少な

くない。そのため、製品の各ステージまたはその一
部のみを調査した簡略版の LCA もよく行われてい
る。筆者がこれまで行ってきた研究は、農産物の生
産段階に限定して LCA 適用を試みたものが中心で
ある。
　２）実施手順
　国際規格に基づいた LCA の実施手順は、目的及
び調査範囲の設定、インベントリ分析、影響評価、
解釈の 4 つの段階で構成される（図１）。
　目的及び調査範囲の設定は、LCA の調査目的と
対象とする製品システム、機能単位（製品システム
における生産物１単位など）、配分基準（複数の生
産物間において環境負荷や廃棄物のフローをどの程
度帰属させるのかという基準）などを設定する段階
である。
　インベントリ分析は、製品システムに投入される
資源やエネルギー、製品システムから排出される環
境負荷や廃棄物を定量化するためのデータ収集と計
算を行う段階である。
　影響評価は、環境負荷を地球温暖化などの環境問
題ポテンシャルとして定量化することなどを行う段
階である。例えば、CO2、CH4、N2O といった温室
効果ガスが計算されたならば、CO2 を 1 倍、CH4 を
21 倍、N2O を 310 倍などして CO2 等量に換算する。
　解釈は、設定された目的及び調査範囲とインベン
トリ分析、影響評価から得られた知見が整合するか
どうかについて、感度分析の結果などを用いて検討・
修正を行う段階である。

３．酪農経営に対するLCA適用
　農業生産に対する LCA 適用事例として、酪農経
営が集約的な生乳生産体系から粗放的な生乳生産
体系に転換したならば、はたして環境負荷は削減
されるのか、という分析を紹介する（増田・山本、
2008）。
　分析対象は、北海道根釧地域で広まっている「マ
イペース酪農」である。「マイペース酪農」は、従
来の乳牛頭数規模拡大・購入濃厚飼料多投による集
約的・高泌乳な生乳生産体系から乳牛頭数規模縮小・
粗飼料主体で放牧を活用することによる粗放的・低
泌乳な生乳生産体系に転換するという低投入型酪農
として知られている。
　分析手順の概要は、以下の通りである。事例とし
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た酪農経営のデータから、図 2 のような酪農経営に
おける物質フローモデルを作成し、このモデルに
従って「マイペース酪農」転換前後の物質の投入産
出データを収集した。次に、収集されたデータに各
種の環境負荷排出係数を乗じて環境負荷排出量を推
計した。最後に、推計された環境負荷を環境問題ポ
テンシャル（地球温暖化、酸性化、富栄養化）とし
て定量化した。
　このようにして求めた環境問題ポテンシャルを機
能単位である４％脂肪補正乳量１t 当たりに換算し
て分析すると、集約的・高泌乳な生乳生産体系から

「マイペース酪農」に転換することで、地球温暖化、
酸性化、富栄養化の各環境問題ポテンシャルが削減
されることが示された。

４．おわりに
　本学が所在する滋賀県は、「環境こだわり農産物
認証制度」などに代表されるように環境配慮型農業
生産の先進県である。本学および滋賀県は、わが国
農業の環境問題に対する教育・研究にとって最適な
場と考える。筆者のこれまでの経験が、本学におけ
る教育・研究の一助となれれば幸いである。
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図１　国際規格に基づいた LCAの実施手順
　　　資料）石谷・赤井（1999）より作成。

図２　酪農経営システムのライフサイクルフロー
　　　資料）増田・山本（2008）p.191 より引用。
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